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敷地の譲渡及び権利床等の部分の整備に関する契約書の締結について 

 

１ 趣旨 

芦屋市（以下「甲」という。）と東急不動産株式会社（以下「乙」という。）は、ＪＲ芦屋駅

南地区第二種市街地再開発事業において、令和６年１０月３１日付「ＪＲ芦屋駅南地区第二種

市街地再開発事業に係る特定建築者の業務等に関する基本協定書」（以下「基本協定書」とい

う。）第６条に基づき、乙が特定建築者として敷地の譲渡及び権利床等の部分の整備を行うに

当たり、次のとおり契約を締結する。 

 

２ 内容 

（１）対象となる敷地及び譲渡価額 

甲は、再開発ビル敷地のうち、乙が取得する保留床の敷地持分を、金１，４８７，５４６，

０００円で乙に譲渡する。 

（２）権利床等の部分の整備費等 

   再開発ビルの整備に要する費用のうち、権利床等の部分の整備に要する費用（以下「権利

床等整備費」という。）は、甲が負担するものとし、金２，２１４，７５４，０００円（税

込）を年度出来高に応じて乙に支払うものとする。 

なお、基本協定書締結後の経済情勢その他やむを得ない事由により再開発ビルの整備に要

する費用が著しく不適当となることに伴い、権利床等整備費が前記金額を超過する場合、甲

乙協議の上、権利床等整備費を変更するものとする。 

また、甲が、敷地全体の整備を令和８年８月３１日までに完了できず、これによって再開

発ビルの整備（工事着手等の遅れ含む）の費用が増加した場合は、乙は甲に増加費用を請求

できるものとする。この場合、内容及び費用の算定方法については、甲乙協議の上決定する。 

（３）完了期日 

   甲及び乙は、再開発ビルに関する完了公告の日をもって本契約の完了期日とし、令和１２

年８月３１日を超えてはならないものとする。ただし、乙の責めに帰すべき事由によらず、

乙が行う業務に支障をきたし、完了期日の変更に係る協議を行った場合はこの限りではない。 

（４）その他、必要な事項を定める。 

 
３ 締結予定時期 

  令和８年８月初旬 
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特定建築者に対する補助金の交付に関する基本合意書の締結について 

 

１ 趣旨 

芦屋市（以下「甲」という。）と東急不動産株式会社（以下「乙」という。）は、ＪＲ芦屋駅南

地区第二種市街地再開発事業において、令和６年１０月３１日付「ＪＲ芦屋駅南地区第二種市

街地再開発事業に係る特定建築者の業務等に関する基本協定書」（以下「基本協定書」という。）

第３条第２項の規定に基づき、乙が特定建築者として行う再開発ビルの建築に係る補助金の取

り扱いについて、次のとおり合意する。 

 

２ 内容 

（１）目的 

本合意書は、ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発事業特定建築者補助金交付要綱（以下「Ｊ

Ｒ芦屋駅南地区補助要綱」という。）並びに第二種市街地再開発事業における特定施設建築物の

建築に要する費用に係る補助金交付要綱（以下「特定施設建築物補助要綱」という。）の取扱い

等について、甲及び乙が合意する内容をあらかじめ定めることにより、本事業の円滑な推進及

び事業採算の安定化を図ることを目的とする。 

（２）補助金の額 

ア 補助金の額は、次の各号に定める額を基本とする。 

(ｱ) ＪＲ芦屋駅南地区補助要綱第４条第２項に基づく額※1 ８億９００万円 

(ｲ) 特定施設建築物補助要綱第４条第１項第１号に基づく額※2 １０億９,０００万円 

(ｳ) 特定施設建築物補助要綱第４条第１項第２号に基づく不足額※3 ２８億９,２００万円 

イ 事業完了公告前において、賃金、物価及び建設資材費の著しい変動、天災地変その他正

当な事由により、再開発ビルの建築に要する経費が増加又は増加する見込みが確実である

場合、乙は甲に対して前記ア(ｳ)に掲げる不足額の変更協議を申し入れることができるもの

とし、甲は、甲乙協議の上で甲が相当と判断する場合、その額を増額することができる。 

ウ 事業完了公告前において、本合意書を策定した当初の見込みより特定建築者が取得した

保留床を処分することによって得た資金（以下「保留床売却資金」という。）が増加若しく

は増加する見込みが確実である場合、又は、再開発ビルの建築に要する経費が減少若しく

は減少する見込みが確実である場合、乙は、甲の指示に基づき前記ア(ｳ)に掲げる不足額を

再算定の上甲に報告しなければならず、甲はその報告に基づきその額を精査の上減額でき

るものとする。 

（３）補助金の返還 

ア 乙は、再開発ビルの建築に要する経費及び保留床売却資金が確定したときは、前記（２）

ア(ｳ)の不足額を算定の上甲に遅滞なく報告するものとし、甲はこれを精査し確定する。 

イ 事業完了公告時点において未売却の保留床が存在する場合、当該床価格は、甲が近傍類

似の取引事例等を勘案の上で決定するものとし、乙はこれを用いて保留床売却資金を確定

させるものとする。 

ウ 前記アにおいて確定した額を超える補助金がすでに交付されているときは、乙は、甲の

指定する期日及び方法により超過額を返還しなければならない。 

（４）その他、必要な事項を定める。 

 

【資料３】 
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３ 締結予定時期 

  令和８年８月初旬 

 

※１：工事費の高騰に伴う事業の停滞によって生活再建等に支障を及ぼすおそれのある市街地再

開発事業等に対して支援することで、事業の円滑な推進を図る目的で創設された「防災・

省エネまちづくり緊急促進事業（地域活性化タイプ）」に基づく国庫補助。 

※２：管理処分対象者の土地及び建物買収費相当額等に対して交付される国庫補助相当額。 

※３：再開発ビルの建築工事原価及び販売に要する経費等から、保留床売却資金、調査設計計画

費補助金、共同施設整備費補助金、前記※１の補助金、前記※２の補助金、権利床等整備

費及びその他再開発ビルの建築に係る資金計画に充当すべき収入を控除した不足額。 

 

 

 【特定建築者からみた再開発ビルに関する事業収支グラフ】 

保留床売却費

101.1

補助金

52.8

権利床整備費

20.1

経費等

24.3

土地

15.2
その他

0.9

設計費

3.0

不足額

28.9

予備費

12.6

建築工事費

146.9

支出総額

202.9

補助・売上総額

174.0

101.1

調査設計計画費

2.0

共同施設

整備費

31.8

防災・省エネまちづくり

緊急促進事業

8.1

管理処分対象者の土地及び

建物買収費等相当額

10.9

[単位：億円] 

補助金内訳 

※小数点第 1 位未満を四捨五入 
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